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岡三にいがた証券では､22/3期の連結営業収益を3,820億

円､営業利益を275億円と前回予想を据え置く｡通期業績

予想に対する進捗はやや遅れている印象だが､新規出店

店舗の寄与に加え､既存店売上高の持ち直しを想定｡利益

面では､出店コストの増加を見込むが､PB売上高構成比上

昇による利益率改善効果やローコストオペレーションの

推進などから､会社計画の達成は可能と予想する。

巻末に重要な注意事項が記載されていますので、十分にお読みください。

コメリ（8218 東証1部）

＜業績推移＞
単位：百万円、EPS・一株配当金は円

＜アナリストの視点＞

＜目標株価算定根拠＞

レーティング

強気 （前回： 強気 ）

＜下期の既存店は持ち直しを想定＞

22/3期上期(4-9月期)の連結営業収益は1,969億円､営業

利益は177億円(収益認識に関する会計基準等の適用のた

め､対前年同期比の記載なし)となった｡コロナ禍による

反動減は見られたが､住環境改善ニーズの高まりから､核

カテゴリー(※)は堅調に推移した｡下期は､新規出店ペー

スを加速(国内上期:6店舗、下期:20店舗)させるほか､店

舗改装を継続し､既存店の伸びにつなげる｡プロ向けブラ

ンドや顧客の声を反映した商品開発など商品力を強化す

る｡また､JAとの協業も今後広がりをみせるとみており､

競合との差別化につながると考える。

目標株価

3,450円 （前回：3,450円）

2021年11月9日

橋本 貢浩

原田 俊介

岡三にいがた
県内企業レーティング情報

エクイティ情報部

日本基準

下期は20店舗の出店を計画、店舗網拡大によるトップライン引き上げを狙う

同社は22/3期から「収益認識に関する会計基準」等を適用、21/3期の一株配当金は記念配（1円）を含む。

※核カテゴリー：工具・金物・作業用品、リフォーム資材・エクステリア用品、園芸・農業用品

継続的な新規出店に加え、売上高の拡大を見込むECやリ

フォーム事業の成長性を考慮すれば、予想PERで過去3年

平均(9.8倍)程度での評価は可能とみる。目標株価の

3,450円(22/3期予想PER10倍程度)、レーティングの｢強

気｣をともに継続する。
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年初来安値 2,466

予想ROE 8.3

1.74

7.5

時価総額

予想PER

22/3期

0.62

(連結)

(連結) 7.6

49,738発行済株式数

(連結)

(除く自己株）

21年11月8日

実績PBR

株価 2,641

年初来高値 3,270

1,314

予想PER (連結)

21年3月23日

21年8月27日

23/3期

22/3期

21/9期

22/3期

営業収益 営業利益 経常利益 当期利益 EPS 一株配当金

346,863 18,123 18,237 10,935 215.90 40.00

348,573 18,469 18,625 11,941 236.58 42.00

385,700 30,326 30,369 20,402 410.25 45.00

会社 382,000 27,500 27,600 17,300 347.82 46.00

2022/03(予） 弊社前回 382,000 27,500 27,600 17,300 347.82 46.00

弊社今回 382,000 27,500 27,600 17,300 347.82 46.00

弊社前回 387,700 27,900 28,000 17,600 353.85 47.00

弊社今回 387,700 27,900 28,000 17,600 353.85 47.00

2019/03

2020/03

2023/03(予）

2021/03

決算期(年/月)
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単位：百万円

18/3期※

16/3期 17/3期 (組替前) (組替後) 19/3期 20/3期 21/3期

売上高 金物・資材・建材 95,283 96,296 100,723 - - - - - -

家庭用品 84,201 85,223 85,806 - - - - - -

オフィス・レジャー用品 43,960 44,239 45,450 - - - - - -

工具・金物・作業用品 - - - 56,467 59,515 60,468 68,483 35,715 34,077

ﾘﾌｫｰﾑ資材・ｴｸｽﾃﾘｱ用品 - - - 43,749 47,778 48,943 55,879 29,491 30,306

園芸・農業用品 73,431 74,506 77,013 77,050 76,820 77,007 87,929 55,935 55,466

日用品・ペット用品 - - - 58,133 57,986 59,897 63,095 34,140 30,239

家電・レジャー用品 - - - 41,359 41,198 40,417 46,906 22,319 20,265

インテリア・家庭用品 - - - 32,234 32,308 31,664 33,318 17,198 15,520

燃料他

(旧：その他(灯油等))
10,998 13,336 16,581 16,581 14,360 13,894 12,433 2,015 1,828

ホームセンター部門売上高計 307,875 313,603 329,967 332,292 368,046 196,815 187,704

伸び率（前期比） 2.5% 1.9% 1.3% 0.7% 10.8% 10.6% -3.4%

21/3期

2Q累計

22/3期

2Q累計

325,576
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既存店売上高(前年同月比増減率)の推移%

22/3期

21/3期

岡三にいがた県内企業レーティング情報

巻末に重要な注意事項が記載されていますので、十分にお読みください。

＜ホームセンター部門の商品別連結売上高＞

＜国内店舗数(業態別)＞

＜月次売上高(既存店)＞

20/3期より、従来あった「ホームセンター」業態を「ハード＆グリーン」に統合。19/3期以前の店舗数は合算後の数値、出所：会社資料、作成：岡三にいがた証券

出所：会社資料、作成：岡三にいがた証券

出所：会社資料、作成：岡三にいがた証券、19/3期より商品区分を一部変更、18/3期は組替前と組替後を表記。端数処理のため、合計は一致しない場合がある。
なお、22/3期2Q累計は「収益認識に関する会計基準」等を適用後の数値を記載、伸び率は当該会計基準等を適用したと仮定して算出した数値を記載

16/3期 17/3期 18/3期 19/3期 20/3期 21/3期
22/3期

9月末

22/3期

計画

新規出店数 13 17 17 12 11 25 6 26

店舗純増数 +9 +4 +4 +6 +5 +11 +3 -

期末総店舗数 1,178 1,182 1,186 1,192 1,197 1,208 1,211 -

パワー 40 44 53 64 66 76 79 -

ハード＆グリーン 1,125 1,125 1,124 1,120 1,120 1,118 1,117 -

アテーナ 13 13 9 8 8 8 8 -

PRO - - - - 3 6 7 -



アナリスト証明

岡三にいがた証券は、当社のアナリスト・レポートに記載されているすべての見解には、各アナリストの意見のみ

が反映されており、過去においても将来においても、また、直接的にも間接的にも、本資料における特定の推奨ま

たは意見の対価としてアナリストに報酬が支払われることはないことを証明します。

レーティングの基準

強 気：今後6ヵ月以内の目標株価が現在の株価を10％以上上回ると判断される銘柄

中 立：今後6ヵ月以内の目標株価と現在の株価の差が±10％未満と判断される銘柄

弱 気：今後6ヵ月以内の目標株価が現在の株価を10％以上下回ると判断される銘柄

目標株価の定義と未達成リスクについて

目標株価は、アナリストによる当該企業の業績予想を基に、マルチプル法やＤＣＦ法等の岡三にいがた証券エクイ

ティ情報部が妥当と考える方法により算出したもので、対象期間は6ヵ月以内です。目標株価達成を阻むリスク要

因としては、当該企業の主要市場における競合状況（企業買収・訴訟なども含む）、製品・商品・サービス需要の

変動、原材料及び燃料価格の変動のほか、当該企業を取り巻く経済状況、為替相場の変動、国内外の金融・不

動産市場の状況、各種規制変更、事故・災害（人災含む）、社会的責任などが考えられます。なお、これらの要因

以外にも、現時点で予想できないリスクが将来的に発生し、その結果として目標株価達成が妨げられるおそれが

あります。

本資料における個別銘柄に関する注意事項

・個別銘柄のレーティングについては、執筆アナリストの変更があった場合でも、岡三にいがた証券としての個別

銘柄のレーティングの継続性を保つため、前任者の付与したレーティングを「前回」レーティングとして記載してい

ます。

・株価は日付日の終値。年初来高値・安値は権利落ち修正後で、各取引所の立会市場の売買立会時 （前場・後

場）における約定値段を用いています。

・上場市場は東京証券取引所の場合、記載せず、複数市場上場の場合は売買高の多い市場を記載しています。

・時価総額など、特に日付を記載していない場合は、個別銘柄の株価日付と同じです。

・PBRの根拠となるBPSは会社公表数値を用いていますが、必要に応じて岡三にいがた証券が算出しています。

・ROEの根拠となる自己資本は必要に応じて純資産から新株予約権と非支配（株主）持分の金額を控除した金額

を用いています。

・予想EPSは当期利益（会社計画、前回予想を含む）を記載の発行済株式数で除して計算しています。なお、払い

込み前の公募、権利落ち前の株式分割等は考慮しておりません。

・時価総額は記載の株価と発行済株式数で計算しています。

・発行済株式数は自己株を含んでおりません。株式数は会社公表数値を原則として用いておりますが、株式分割、

公募増資、自己株買入れなど必要に応じて岡三にいがた証券の推定による試算値を用いる場合があります。

・日本基準の連結当期利益は、親会社株主に帰属する当期純利益です（2015年４月１日以後開始する連結会計

年度の期首から適用）。

・米国会計基準の当期利益は、当社株主に帰属する当期純利益です。

・国際会計基準（IFRS）の当期利益は、親会社の所有者に帰属する当期利益です。

免責事項

・本資料は、投資判断の参考となる情報提供のみを目的として作成されたものであり、個々の投資家の特定の投

資目的、または要望を考慮しているものではありません。また、過去の実績は必ずしも将来の成果を示唆するも

のではありません。投資に関する最終決定は投資家ご自身の判断と責任でなされるようお願いします。

重要な注意事項



・本資料は、岡三にいがた証券が信頼できると判断した情報源からの情報に基づいて作成されたものですが、その

情報の正確性、完全性を保証するものではありません。企業が過去の業績を訂正する等により、過去に言及した

数値等を修正することがありますが、その責を負うものではありません。また、本資料に記された意見や予測等は、

資料作成時点での岡三にいがた証券の判断であり、今後予告なしに変更されることがあります。なお、本資料は、

日本証券業協会「アナリスト・レポートの取扱い等に関する規則」のアナリスト・レポートとして審査されたものです。

有価証券や金銭のお預りについて

・有価証券や金銭を当社の口座でお預りする場合には、当社では料金を頂戴いたしません。なお、証券保管振替

機構を通じて他社へ株式等を口座振替する場合には、口座振替する数量に応じ、1銘柄あたり6,600円（税込み）

を上限として口座振替手数料をいただきます。

・お取引にあたっては「金銭・有価証券の預託、記帳及び振替に関する契約のご説明」の内容を十分にお読みいた

だき、ご理解いただいたうえでご契約ください。

株 式

・株式の売買取引には、約定代金（単価×数量）に対し、最大1.265%（税込み）（手数料金額が2,750円を下回った場

合は2,750円（税込み））の売買手数料をいただきます。ただし、株式累積投資は一律1.265%（税込み）の売買手数

料となります。国内株式を募集等により購入いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。

・株式は、株式相場、金利水準、為替相場、不動産相場、商品相場等の変動による株価の変動によって損失が生

じるおそれがあります。

・株式は、発行体やその他の者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により、株価が

変動することによって損失が生じるおそれがあります。

信用取引

・信用取引には、約定代金に対し、最大1.265%（税込み）（手数料金額が2,750円を下回った場合は2,750円（税込

み））の売買手数料、管理費および権利処理手数料をいただきます。また、買付けの場合、買付代金に対する金

利を、売付けの場合、売付株券等に対する貸株料および品貸料をいただきます。委託証拠金は、売買代金の

30％以上で、かつ100万円以上の額が必要です。信用取引では、委託証拠金の約3.3倍までのお取引を行うこと

ができるため、株価の変動により委託証拠金の額を上回る損失が生じるおそれがあります。

○金融商品は、個別の金融商品ごとに、ご負担いただく手数料等の費用やリスクの内容や性質が異なります。当

該金融商品の取引契約をされる場合、その金融商品の「契約締結前交付書面」（もしくは目論見書）または「上場

有価証券等書面」の内容を十分にお読みいただき、ご理解いただいたうえでご契約ください。

○2037年12月までの間、復興特別所得税として、源泉徴収に係る所得税額に対して2.1％の付加税が課税されま

す。

○岡三にいがた証券およびその関係会社、役職員が、本資料に記載されている証券もしくは金融商品について、

自己売買または委託売買取引を行う場合があります。

○自然災害等不測の事態により金融商品取引市場が取引を行えない場合は売買執行が行えないことがあります。

○本資料は岡三にいがた証券が発行するものです。本資料の著作権は岡三にいがた証券に帰属し、その目的

いかんを問わず無断で本資料を複写、複製、配布することを禁じます。

岡三にいがた証券株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第169号

加入協会：日本証券業協会

（2019年10月改訂）


